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フレキシブル関数型と輸出入関数
　　　　　　　　の計測：展望
浜　口 登
?
　本稿では，フレキシブル関数型を用いた輸出入関数の計測例について
サーベイをおこなう。
　伝統的な輸出入関数の計測は，対数線形の関数型を使い，説明変数
は，輸入なら輸入国の所得と相対価格（輸入価格と輸入競争財価格の比
率），輸出なら輸出相手国の所得と相対価格（輸出価格と輸入国の輸入
価格の比率）などを使っていた。さしあたり二つの問題点を指摘でき
る。一つは輸出関数が輸出需要関数になっている点である。これは，輸
入国（自国以外の国）がプライス・テイカーであるという想定を反映し
ていると考えられる1）。しかし、これは非現実的であるから，輸出関数
は輸出供給関数であるべきである。もう一つは輸入関数では輸入を最終
財とみなし，効用関数に直接入るかまたは輸入が中間財なら，生産関数
に入ると想定する点である。特に後者の場合，輸入中間財と国内の本源
的生産要素（資本と労働）が生産工程の中で分離可能と仮定することに
なる。この分離可能性の仮定は統計的にテストすべきものである。
1）従来の輸出関数は輸出相手国・地域の所得を主要な変数と考えている点で一種の需要関数
　とみなせる。需要関数を単一方程式で計測するのは，輸出価格が外生変数とみなせる場合
　である。換言すれば，輸出供給関数が水平で，無限に価格弾力的な場合ともいえる。これ
　は輸出を受け入れる国・地域（輸入国・地域）が小国とみなせる場合でもある。特定の国
　に対する輸出ならともかく，一般には輸入国はrest　of　the　worldの場合が多いわけだか
　ら，輸出関数を需要関数として捉えるのは非現実的といえよう。
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　そこで，分離可能性を先験的に課すのではなく，統計的にテストでき
る関数型が求められるようになった。またアレンー宇沢の代替の偏弾力
性についても任意の値が取れることが求められた2）。このような要請に
答えるのがフレキシブル関数型である。
　フレキシブル関数型とはある関数f（x）が次の2条件を満たす場合を
いう。
　（i閥数の1階及び2回の偏導関数が互いに独立である。
　（ii）任意の関数f＊（x）に対し，
　　f＊（x）＝f（Xo）
　　　遡＿∂f（x。）
　　　　∂Xゴ　　　∂Xゴ
　　　誓斐舞子誓畿）（炉L島…，・）
となるようなx。がf（x）の定義域内に存在する。
　フレキシブル関数型の中でも最もポピュラーなトランスログ関数3）に
ついて検討してみよう。まず，トランスログ関数型の導出について述べ
ておこう。任意の対数関数
　　1πy＝f（〃zx1，　」％x2，…，1多ZXn）
をxゴ＝1（iニ1，…，n）の近傍でテイラー展開すると
　　勿一1毎（0，0，・。㍉0）＋Σ器・π筋＋参ΣΣ撒「・鵜1鶴
　　　　　　十…
となる。ここで，Xf＝1　（i＝1，…，n）の近傍で
繋一傷諾単一畠・酬・）一偽
2）たとえば，関数がコプ・ダグラス型ならこの偏弾力性は常に1である。CES関数の場合
　には偏弾力性が全ての観測値に関して一定で，かつ関数の全ての説明変数の偏弾力性が等
　しい。詳しくはUzawa（1962）を参照。
3）トランスログ関数型を最初に提示したのはChristensen　et　a1（1977）である。
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とおき，3階以上の項を無視すれば，
　　伽y＝偽十Σbi1ηxi十（1／2）ΣΣbij　1πx11〃xj
が得られる。トランスログ関数型の消費需要理論への応用としてはトラ
ンスログ効用関数と間接効用関数がある。以下では費用関数，生産関
数，利潤関数を用いた輸出入関数の計測例を検討したい。
第1節　トランスログ関数型
　1．1　トランスログ費用関数
　Burgess（1974a）はフレキシブル関数型の中でも最もポピュラーな
トランスログ型の結合費用関数（joint　cost　function）を使った輸入関
数の計測を行った。
　結合費用関数は
　　C（y，w）＝min｛Σwjx」：（y，　x）∈T｝
である。ここで，yはアウトプット数量，　xはインプット数量，　wはイ
ンプット価格，Tは生産可能集合である。
　この結合費用関数の特徴はアウトプットが2種類（消費財と投資財），
インプットが3種類（資本，労働，輸入財）である点である。輸入を生
産工程へのインプットとみなすのが最大の特色であるが，国際貿易され
ている財の大部分が中間財であることを考えれば納得のいく仮定といえ
よう。もちろんいわゆる最終財の貿易も決して無視できないが，最終財
といえども港に到着してから国内の流通経路を通過するといった形で，
何等かの付加価値が付け加えられるのが普通である。この様に考える
と，輸入をすべて中間投入財とみなすのは必ずしも非現実的とはいえな
い。
　また，投入と産出に関する分離可能性及び国内の本源的生産要素と輸
入の分離可能性もアプリオリには仮定されていない
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　トランスログ費用関数は
　　1ηC（y，zσ）＝α。＋Σ7αf1η夕ご＋Σクβ」ηz〃ゴ＋1／2Σ7Σ7δδ1η夕f1勘
　　　　　　　　＋1／2Σ7Σタγ痘1％ω伽ωゴ＋1／2Σ野Σyρf」勿ガ1ηωゴ
と書ける。ここで，ッはアウトプット，ωはインプットの価格である。
費用関数を生産要素価格に関して偏微分すれば，その要素に対する需要
関数が得られる。費用が対数の形を取っているので，対数微分をすれ
ば，コストシェア関数が得られる。一方，費用関数をアウトプットに関
して偏微分すれば生産物価格関数（つまり，逆生産物供給関数）が得ら
れる。対数微分すれば，収入シェア関数が得られる。すなわち，
　　防一瓢一β＋Σ野醐＋Σ毎・1燃（ブーL…・・）
　　笏一謙一必＋Σ望蜘＋Σタ命ノ・勧（げ＝1，…，甥）
この論文では，規模に関する収穫一定が仮定されるので，
　　Σ野αげ；1，Σ契δ1ゴ＝0，Σ契γ痘＝0　（ノ＝1，9・。，κ）
となる。また費用関数は要素価格に関して一次同次なので，
　　Σタβゴ＝1，Σクγf戸0　　（ゴ＝1，…，吻）
となる。
　以上は一般的な定式化であったが，Burgessのモデルにそってより具
体的に式を書いてみよう。まず費用関数は
　　ln（c）＝α。＋αc1ηyc＋αIJηyl＋βk1％WK＋βL1πWL
　　　　　十β轟WM十（1／2）〔％c伽Wc）2十（1／2）（晃11ηyc　J％yl
　　　　　十（1／2）戯1（」ηyl）2十（1／2）γkK伽WK）2
　　　　　十（1／2）γLL伽WL）2十（1／2）伽M（1ηWM）2
　　　　　十強L1ηWK　1ηWL十惣M1ηWK　JηWM十γLM　1πWL伽WM
　　　　　十ρIK勿11ηWK十ρ【L1ηy［1ηWL十伽1ηyl　1％WM
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　　　　　十ρcK1ηyc　1ηWK十ρcL1％yc　1ηWL十ρcM1ηyc　1ηWM
式は何も制約をかけなければαが3個，βが3個，δが4個，γが9
個，ρが6個それぞれあり，計25個月パラメターを含む。そこから対称
性条件から4つのパラメターを，価格に関する一次同次性から5個，規
模に関する収穫一定の条件からも5つのパラメターを消去出来る。これ
らの制約条件を全て考慮すれば，費用関数は
　　1ηC＝αo十αc1ηyc十（1一αc）1πyl十魚1πWK十βL　1％WL（1一βk
　　　　　一βし）1ηWM十（1／2）惣K伽WK）2十（1／2）γLL伽WL）2
　　　　　十（（1／2）惣K十（1／2）筑L十籏L）（伽WM）2十依L伽WK伽WL
　　　　　一（極K十極L）」ηWKlηWr（箕L十恢L）」ηWLJηWM
　　　　　十δヒL　｛（1／2）（1多3yc）2十（1／2＞（♂πyl）2十1％yc17¢yl｝
　　　　　ρcK1η（WK／WM）鰍yc／yl）十ρcL♂η（WL／WM）Zη（yc／yl）
と書ける。この式を対数微分して収入分配率関数（revnue　share　func・
tion）と要素分配率関数（factor　share　function）を求める。
　　・・一端一・・励一皆＋・砿1・協三論＋・・
　　飴轟一門励驚＋飾舞＋・・愚物＋・・
　　洗一遍謝勲・距飾罫＋・α磯慨
　ここで，翫は消費財の収入分配率関数，＆とθLはそれぞれ資本と労
働の要素分配率関数である。衝も同様に計測可能だが，規模に関する収
穫一定を仮定しているので，箱＝1一πcとして求められる。同様に免は
臨＝1一（＆＋θL）として求められる。実は収穫一定の仮定から，消費財
と投資財の式の撹乱項の共分散マトリックスは非正則となるので，これ
ら2本のうち一本は推計から除外する必要があるのである。資本，労
働，輸入の要素分配率関数に関しても同様のことがいえる。
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　Burgessのアメリカのデータを使った計測結果から投入と産出に関す
る分離可能性は棄却されたので，要素需要をアウトプット・ミックスと
独立に分析するのは適当ではない。実際，投資財を減らして消費財を増
やすと，所与の要素価格のもとで，労働需要が増加する一方，資本と輸
入に対する需要は減る傾向がある。投入と産出に関する分離可能性が棄
却されているので，本源的生産要素と輸入に関する分離可能性も棄却さ
れるが，仮に投入と産出が分離可能だとしても，本源的生産要素と輸入
は分離可能でないという結果を得ている。労働と資本及び労働と輸入は
代替的，資本と輸入は補完的である。
　Burgessとほとんど同様の分析を行ったApostlakis（1981）（1984）
（1988），Mohabbat　and　Dala1（1983），　Mohabbat，　Dalal　and　Williams
（1984）では若干異なった結果が得ちれている。Apostlakis（1981）は
イタリア，Apostlakis（1984）はギリシャ，　Apostlakis（1988）はイギ
リス，Mohabbat　and　Dalalは韓国のMohabbat，　Dalal　and　Williams
はインド，Denny　and　Pinto（1978）はカナダのデータを使っている。
Apostlakis（1981）（1988），　Denny　and　Pinto（1978）以外は投入・産
出に関する分離可能性を棄却出来ないとしている。一方本源的生産要素
と輸入の間の分離可能性は棄却されている点ではBurgessと同様の結
果となっている。イタリア，ギリシャ，カナダとイギリスの場合，資
本，労働，輸入いずれもが互いに代替的である。韓国の場合輸入は資本
とも労働とも代替的であるのに対し，資本と労働は代替的とも補完的と
もいえないという結果であった。インドの場合は，資本と輸入及び資本
と労働は代替的であるが，輸入と労働は代替・補完どちらともいえない
という結果になっている。
　以上の文献ではアウトプットが消費財と投資財，インプットが労働，
資本，と輸入財という共通のフレームワークを持っていた。これに対
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し，長谷部（1987）は日本の輸入財を原燃料，工業i品，食料の3つに細
分化しているのが特徴である。Aw　and　Roberts（1985）ではアメリカ
の輸入を南米NICs，アジアNICs，工業国というように地域分類して
いる。長谷部の研究では資本及び労働と輸入原料とは制限的な代替関係
にあり，労働と輸入食料は代替関係に，資本と輸入食料は補完関係にあ
る，という結果を得ている。Aw　and　Robertsではアジアと南米の
NICsからの輸入は労働と補完的，資本と代内的だが，工業国からの輸
入は労働と代替的との結果を得ている。また両NICsからの輸入は工業
国からの輸入と補完的である。技術進歩は輸入使用的であり，輸入価格
の下落は技術進歩率を上昇させる。
　費用関数の特殊な使い方4）をしているのがKohli（1985）である。彼
の研究ではアメリカの輸入を相手地域別に分け，輸入価格は資本価格及
び労働価格と費用関数の中で分離可能と仮定する。さらに，輸入先のグ
ループごとに分離可能と仮定する。第一段階ではカナダとその他諸国に
分け，第二段階でその他諸国を日本，西独，その他に分け，第三段階で
その他をイギリス，イタリー，フランス，その他に分ける。つまり，7
ケ国・地域からの輸入関数を3段階に分けて計測する。幸いなことに，
これら分離可能性の仮定は棄却されなかった。さらに，段階を追う推定
はそうでない場合と違って，推定値が必要とされるcurvature　condi－
tionが満たされないということもなくなり，推定値の標準誤差も低下
している。
1．2　トランスログ生産関数
トランスログ生産関数を使って輸出入関数を計測している例はBur一
4）この費用関数は集計関数（aggregator　function）と呼ぶ方が正確であろう。
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gess（1974）（1975），　Geary　and　McDonnell（1980）等がある。トラン
スログ生産関数は，
　　」ηY－1ηA＝1ηαo十αK1ηK十αL1ηL十αMJηM十1／2γkK（1ηK）2
　　　　　　　　十1／2γLL伽L）2十1／2知M（」ηM）2十短」ηK1ηL
　　　　　　　　十γkM1ηK1ηM十γLMZηL1πM
と書ける。Kは資本，　Lは労働，　Mは輸入を表す。実際にはコストシ
ェア関数，
　　Si＝αi十ΣjγijlnXj
を計測する。ここで，i，　j＝K，　L，　Mで，　xKニK，　xL＝L，　xM＝M
である。なお，Aはピックス中立の技術進歩指数である。
　アメリカのデータを使ったBurgess（1984）では資本，労働，輸入の
三種類のインプットは互いに代心的であるとの結果替えられている。一
方Burgess（1985），アイルランドのデータを使ったGeary　and
McDonnell（1980）では共にトランスログ生産関数と費用関数を同一
データで推計し，求められたパラ年頃ーがかなり違う点を強調してい
る。
　1．3　トランスログ利潤関数
　Kohli（1978）の研究では技術は制約付き利潤関数で表される。本源
的生産要素は労働と資本で，その供給は固定されている。この固定性ゆ
えに「制約付き」利潤関数と呼ばれる。この利潤関数は別名GNP関数
とも呼ばれる。労働と資本以外に輸入が（可変〉インプットであり，ア
ウトプットとしては消費財と投資財と輸出がある。輸入，輸出，消費
財，投資財の価格は外生変数である。GNP関数から輸入需要関数と輸
出供給関数が導出できる。同時に，消費財と投資財の供給関数及び労働
と資本に対する逆需要関数が導出される。輸出と輸入は全ての財・生産
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要素市場が完全競争的な状況下で利潤最大化を目指す企業によって成さ
れると仮定される。
　固定インプットベクトルをxで，可変数量をyで表す。yのうち正の
値をとるのはアウトプットであり，負の値をとるのは輸入である。制約
付き利潤関数は
　　π（P；x）＝maxッ｛py：（x；y）εT，　P＞0｝
と定義される。この関数は固定投入数量に関して一次同次，単調増加，
かつ凹，可変数量の価格に関して一次同次，かつ凹，輸入価格に関して
は単調減少，アウトプット価格に関しては単調増加。
　この利潤関数が微分可能であれば，可変数量の需要・供給関数は利潤
関数の偏微分によってえられる。すなわち，供給関数は，
　　夕（ρ＊；κ＊）＝▽ρπ（ρ＊；κ＊）
　ここで，▽ρπ（・）…｛∂絢／∂ウε｝つまり，勾配ベクトル（gradient）
である。
　一方，逆需要関数は，
　　罪（ρ＊；κ＊）＝▽κπ（ρ＊；κ＊）
　トランスログ利潤関数は，
　　1ηπ＝αo十Σα11ηpl十Σβ1ηxj十αし1ηT十1／2ΣΣγ1h1％p11ηph
　　　　　十ΣΣδi」1ηPI1％xコ十1／2ΣΣφ3k1ηx31％Xk十1％TΣγlt1πPl
　　　　　十」ηTΣ％t伽X」十1／2γセt（伽T）2
ただし，ここでは技術進歩を明示的に取り上げたKang　and　Kwon
（1988）の定式化をとりあげた。利潤関数のヘッシアンが対称であるこ
とから，
　　％h＝偽1，φjk＝φk」，δj＝曙1
利潤関数がアウトプットの価格に関して一次同次なので，
　　Σα1＝1，Σ1γh＝0，Σi（筑」＝0，Σ」γヨt＝0
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関数が固定インプットに関して一次同次なので，
　　Σβ＝1，Σjφjk＝0，Σj（箋j＝0，Σ」％t＝0
という制約がパラメターにかかる。
利潤関数を対数微分することによって，可変数量の供給関数，
　　S1＝（yi＊Pi＊／π）＝（∂1％π／∂碗PI＞＝αi十Σh箔h1％Ph十Σj（》∫1％X」
　　　　十γiJηT
と国内生産要素に対する逆需要関数，
　　V」＝（wj＊xj＊）／π＝（∂1ηπ／∂1ηx」）＝β十Σkφ」k1ηxk十Σjδj　1ηP」
　　　　十γ｝t1ηT
がシェア関数の形で導出される。
固定インプットjとkの間の（逆）代替弾力性は，
　　晦一鑛「洗＋・・A　ん一ムκ
可変アウトプットと固定インプット間の集約性の弾力性（elasticity　of
intensity）　は，
　　伽「鵜一期＋1・ガー。・∫・灘…の一ムκ
可変数量の偏価格弾力性は，
　　一一謙一拳　畝一。…細
と定義される。
　利潤関数を使った研究の計測結果をまとめておこう。Kohli（1978）
では，まず技術進歩のピックス中立性が棄却されている。輸入の自己価
格弾力性は一〇．9～一1，輸出の自己価格弾力性は1．5～2．2の範囲にあ
る。輸出財，投資財，消費財は互いに代替的である。といった結果が出
ている。韓国のデータを使ったKang　and　Kwon（1988）では，輸入の
自己価格弾力性は平均一1．78，輸出のそれは平均1．53であった。消費財
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は労働集約的，投資財は資本集約的，輸出は資本集約的である。輸入と
資本は互いに代替的，輸入と労働は補完的である。輸入需要に最もプラ
スの影響を与えるのは消費財価格の変化である。最もネガティブな影響
は自己価格の効果である。技術進歩は賃金にマイナスの影響を与えてい
る。資本のレンタル価格に最も影響するのは輸出価格の上昇である。輸
入価格の上昇はレンタル価格にマイナスの影響を与える。最後に技術進
歩は資本使用的，かつ労働節約的であった。アメリカのデータを使った
Charos　and　Simons（1988）では生産要素として，労働と資本の他に人
的資本とR＆Dを加えている。投資財と消費財は生産において代替的で
ある。輸出は消費財と代替的で、投資財と補完的である。輸入は消費財
と補完的で，投資財と代替的である。資本と労働は代替的である。人的
資本とR＆Dは両方とも資本・労働と代替的であるが，互いには補完的
である。消費財と輸出は人的資本集約的であるのに対し投資財はR＆D
集約的である。
　オーストラリアのデータを使ったKholi（1983）では短期（モデル
1）と中期（モデル2）に分けて計測をしている。短期とは労働も資本
も固定的であるのに対し中期は労働が可変的になる。モデル1では技術
進歩がピックス中立的であるという仮説が棄却出来ない。この事実を前
提とすると大域的分離可能性も棄却できない。大域的分離可能性を採択
すればピックス中立性も棄却できない。もっとも大域的分離可能性は技
術進歩の型に関係なく採択される。コブ・ダグラス付加価値関数はデー
タによって支持されない。
　モデル2に関しては技術進歩のソロー中立性が棄却されている。輸入
及びアウトプットと労働及び資本が集計できるという仮説は棄却されな
い。ただしコブ・ダグラス型の付加価値関数は支持されない。しかし，
最も中心的なデータである短期と中期の差は予想どおり輸入需要の自己
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価格弾力性は短期より中期の方がおおきいという点であった。
　アメリカのデータを使ったKohli（1ggo）ではインプットとして労働
と資本（両方とも固定的）とアウトプットとして消費財，投資財，政府
購入，輸出，輸入を考慮したGNP関数を使って輸出入関数を計測して
いる。計測の結果は次のとおり。輸出と投資財は補完的だが，政府購入
と消費財の価格の上昇は輸出供給にマイナスの効果をもたらす。雇用の
拡大は輸出と投資財の供給に非常に有利な効果を与え，輸入需要も増加
するが，資本の賦存量の増加は消費財の増加に最も有利な効果をもたら
す。輸出と投資財の価格上昇は労働に有利に資本に不利に働く。他方消
費財の価格上昇は労働より資本に有利にきく。輸入価格の上昇は労働に
対し最も不利な影響を及ぼす。
第2節　一般化レオンティエフ関数型
Kohli（1982）では一般化レオンティエフ型5）の費用関数と利潤関数
をスイスに適用している。費用関数は
　　C＝（αLLPL十αKKPK十αMMPM
　　　　十2月差KPL112PK1／2十2αLMPL1’2PM112十2αKMPK112PM1／2）qY
と書ける。PL，　PK，　PMはそれぞれ労働，資本，輸入財の価格，　qYはア
ウトプットの数量である。利潤関数は
　　R＝（βYYPY十βLLPL十β纏MPM
　　　　十2βビLPY1’2PL112十2βyMPY　1〆2PM　112十2βLMPL1／2PM　112）qK
と書ける。PYはアウトプットの価格，　qKは資本の数量である。
　技術進歩の型として，制約なし，ピックス中立，ハロッド中立，ソロ
心中立の三種類が想定されている。費用関数のモデルでは95％有意水準
でソロー中立性を棄却できない。四白ッド中立性は95％有意水準では棄
5）一般化レオンティエフ関数型を最初に提示したのはDiewert（1971）である。
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却されるが99％有意水準では棄却されない。ピックス中立性は99％有意
水準ですら棄却される。諸弾力性の中で注目されるのは輸入の自己価格
弾力性で，それはソロー中立性の下では一〇．40，ハロッド中立性の下で
は一〇．49の近傍で変動している。交差価格弾力性に関しては労働と資本
が代替的，労働と輸入も代替的，資本と輸入が補完的であることが示さ
れている。
　利潤関数モデルではハロッド中立性は棄却されないがピックス中立性
とソロー中立性は棄却される。埴田ッド中立性の下での輸入の自己価格
弾力性は一〇．75付近で変動している。交差価格弾力性からは次のような
ことが読みとれる。輸入価格の上昇はアウトプットの供給と労働需要を
下げる。また，労働価格の上昇は輸入を減少させる。最終財価格の上昇
は労働と輸入に対する需要を増やす。
　アメリカのデータを使ったBurgess（1976）では資本と労働をインプ
ットとし貿易財（耐久財，非耐久財）と非貿易財（建造物，サービス）
をアウトプットとする一般化レオンティエフ費用関数を使用している。
要素価格とアウトプットに関する一次同時性をアプリオリに仮定する。
また，ピックス中立の体化されない技術進歩も仮定される。計測結果か
ら資本と輸入が補完的，資本と労働，輸入と労働は代替的であることが
分かった。産出・投入及び輸入と国内生産要素の分離可能性は棄却され
た。
　Appelbaum　and　Kohli（1979）は一般化レオンティエフ関数型を2
種類の変形関数（transformation　function＞に応用した。モデル1は
カナダがアメリカの輸出に関して独占的需要戦くmonopsonist）として
行動すると仮定する。カナダでは労働と資本は競争的に価格づけされる
が，アメリカからの輸入は非競争的に価格づけされる。モデル2はカナ
ダの対米輸出が独占者とみなす。計測の結果カナダの対米輸入は独占的
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需要者とはみなされないが，カナダの対米輸出は独占者とみなしうると
いう結論を得ている。
　　第3節　一般化マクファデン関数型
　Lawrence（1989）は一般化マクファデン関数型6）を集計関数（ag－
gregator　function）とGNP関数に応用している。集計関数は輸出と輸
入を4つの部門に分割する際に使われる。一般化マクファデンGNP関
数は
　　G（p，K）／K＝ΣΣsijplpj／（ΣTkpk）十Σb11pi十Σibitpit十btt（ΣiHlpi）t2
と書ける。資本が唯一の固定投入である。可変変数（ネットアウトプッ
ト）は国内供給，輸出，輸入，労働の4つである。TkとHiは外生パラ
メターで，資本投入一単位当たりのネットアウトプットの平均値に等し
くなるようにセットされる。tは技術進歩を表すタイムトレンドであ
る。GNP関数をネットアウトプットの価格に関して偏微分すれば，国
内供給関数，輸出供給関数，（マイナスの）輸入需要関数と労働需要関
数が得られる。これらの関数は
　　x1／K＝Σsljpj／（ΣTkpk）一T且（ΣΣSk」pkpj）／2（ΣTkpj）2十b藍ibitt
　　　　　十bttHlt2十Ui
Lawrence（1989）の得た結果は次のようなものであった。輸出供給の
自己価格弾力性は1962年から80年にかけて1．26から2．29へと上昇してい
る。労働（輸入）の価格が1％上昇すると輸出供給は1．09％（1．57％）
減少する。国内供給の価格が1％上昇すると輸出供給もほぼ1％上昇す
る。輸入価格が1％上昇すると総輸入需要は1．62％減少する。輸出（国
内供給）価格が1％上昇すると輸入需要は1．67％（0．72％）減少する。
6）一般化マクファデン関数型は別名Normalized　quadraticともいわれる。原典はDiewert
　and　Wales（1985）である。
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労働の価格が1％上昇すると輸入需要は0．78％減少する。労働需要の自
己価格弾力性は1962年の一〇．21から1980年の一2．23へと増大している。
輸出（国内供給）が1％上昇すると労働需要は0．66％（0．46％）増加す
る。国内供給の自己価格弾力性も1962年のほぼゼロから1980年の0．50％
へ上昇している。輸入（労働）の価格が1％上昇すると国内供給は0．12
％（0．31％）減少する。輸出価格が1％上昇すると国内供給は0．26％上
昇する。なおここで述べた交差弾力性効果は1970年の値に基づいてい
る。4つの輸出及び輸入カテゴリーに関する結果は4カテゴリーとも互
いに補完的であるというものである。
　同様に一般化マクファデンGNP関数を使ったDiewert　and　Mor－
rison（1988）のアメリカに関する研究では次のような結果を得ている。
国内供給と輸出及び国内供給と労働は代替的，国内供給と石油及びその
他の輸入は補完的。労働は国内供給と密接な代替関係にあり，石油及び
その他輸入ともゆるやかな代替関係にある。石油以外（その他）の輸入
は労働と石油輸入と代替的で，国内供給及び輸出と補完的である。輸出
は国内供給と強い代替関係にあり，労働とは補完関係に，2種類の輸入
とは弱い補完関係にある。
　Kohli（1993）ではやはり一般化マクファデンGNP関数型がアメリ
カ経済に関して使われている。輸入の自己価格弾力性は1948年の一1．13
から1988年の一〇．14へと小さくなっている。輸出価格の上昇は輸入需要
を減少させる。投資財と消費財の価格上昇は輸入需要を増加させる。逆
に輸入価格の上昇は投資財と消費財のアウトプットを減らし輸出を増加
させる。労働の賦存量が増えれば輸出，投資財，消費財の供給が増加す
る。投資財と輸出の価格上昇は労働の価格を上げ，資本の価格を下げ
る。消費財価格の上昇は資本・労働両方の価格を上げる。輸入価格の上
昇は労働価格を下げるが資本価格にはほとんど影響を及ぼさない。交易
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条件の改善と投資財価格の上昇は技術進歩を速めるが，消費財価格の上
昇は技術進歩をおくらせる。労働集約性の上昇も技術進歩を促進する。
技術進歩率は時間の経過とともに減少しているが，このトレンドは最近
では弱くなっている。
第4節　結論
　フレキシブル関数を使った輸出入関数の計測の魅力は，それが利潤極
大化や効用極大化の結果として推定式が導き出せるという点にある。
　本稿でも見たように，圧倒的多数の計測例はトランスログ関数型を使
っている。しかし，トランスログ関数型ではいわゆるcurvature　condi－
tionが満たされないことが多い。この場合，このconditionを満たすべ
く計測式に制約をかけることが可能である。しかし，その制約によって
本来の関数のフレキシビリティーが失われるというジレンマがある。こ
の点でいえば，一般化マクファデン関数型が優れているといえよう。
curvature　conditionを1義1たすように制約をかけてもフレキシビリティ
ーが失われないからである。最近の研究も一般化マクファデン関数型を
用いる例が多いように思われる。
　本稿では生産者理論に基づき費用関数，生産関数，利潤関数等をもっ
ぱら取り上げた。研究のなかには消費者理論に基づき効用関数あるいは
間接効用関数を使った計測例もみられる。紙幅の制約でこれらは割愛し
た。別の機会に展望を試みたい。
補論　分離可能性のテスト
　フレキシブル関数型を使った輸出入関数の計測から得られる結果のう
ち最も興味深いのは関数の分離可能性のテストであろう。実際の計測結
果を検討する前に分離可能性に関する一般的考察を行っておこう。
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　投入・産出分離可能性
　もし，投入と産出が分離可能なら，変形関数（transformation　func・
tion）T（y；x）はf（y）＝g（x）という形に書ける。費用関数。（y，　w）は
H（y）＋G（w）の形に書ける。ここで，yは産出量ベクトル，　xは要素投
入ベクトル，wは要素価格ベクトルを表す。投入・産出分離可能なら
産出，投入それぞれが整合的に集計可能であり，それぞれを単一の指数
で表現可能になる。また，生産要素間の限界代替率は産出量ベクトルの
財構成が変化しても，その影響を受けない。他方，産出直間の限界変形
率は生産要素ベクトルの構成が変化しても，その影響を受けない。この
投入・産出分離可能性は全ての投入・産出の交差項が全てゼロになるこ
とを意味する。すなわち，すべてのijについてpl」＝0となる。
　生産要素間分離可能性
　前述の投入・産出分離可能性を前提にした場合，ある特定の生産要素
kが他の生産要素例えばi及びjと弱分離可能になることが有り得る。
これは，要素i，1の間の限界代替率が要素kの投入量と独立に決まる
ことを意味する。この場合，費用最少化を2段階に分け，まずiとjの
複合体とkの最適な組み合わせをきめ，しかる後に複合体の内部でil
の最適な組み合わせを選べばよい。換言すれば，さしあたり，iとjの
最適投入比率を知りたい場合，iと1だけからなる関数を分析し，他の
生産要素の存在を無視してもよいことになる。
　アレン・宇沢の代替弾力性i」を使うと，生産要素間の分離可能性は次
の様に簡単に表される。
　　σik＝σ｝P
のとき，要素kは要素i及び1から弱分離可能という。これはさらに次
の3つのケースに分けられる。
　（i）非線形分離可能性……職二娠≠1
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　（ii）線形分離可能性………娠＝臨二1
　㈹完全大域分離可能性…職＝娠＝砺
（ii）は費用関数がコブ・ダグラス型であることを意味する。㈹のケースは
レオンティエフ型の固定投入係数型の費用関数を意味する。このケース
は強分離可能性と呼ばれることもある。
　ところで，以上の様々な分離可能性の条件を⑧式のパラメターに関す
る制約として具体的に表現してみよう。
　（i）非線形分離可能性
　　σkM＝σi，M≠1　⇔　　βM＝1十βL伽M／γLMかつ知M＝γ2LM／γLL
　　σkL＝d謝し≠1　⇔　　βL＝1十β畷γ」L／り化しかつγLL＝γ2LM／γwM
　　藪。＝（脈≠1⇔β、；禽｝乞M／知Mかつ乳。＝2LM／施M
　（ii）線形分離可能性
　　鰍M＝σ・M＝1⇔γ、M＝殉M＝0
　　σkL＝（航＝1⇔γLL＝γLM＝0
　　σ・M＝（堀。＝1⇔γLL；伽M；一γLM
　㈹完全大域分離可能性
　　嫁しニ（塩M＝（痂、＝1⇔γLL＝箕、＝γLM
　また弱分離可能性のもとでは，次のように，生産関数F（K，L，　M）
がnested（かっこでくくる）形に書ける。
　　σkM＝σLM　⇔　f｛（K，　L），　M｝
　　σkLニ（航　⇔　f｛（K，　M），　L｝
　　σkL＝σkM　⇔　f｛（M，　L），　K｝
　ここで，以上とは逆に，アレン・宇沢の偏代替弾力性をパラメターで
あらわしておこう。
　　咄＝1一（γ。M＋γ。M）／（＆砺）
　　σkL＝1一（γLL十γLM）／（畠《θL）
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銑M＝1＋、M／（臨θL）
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